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一、中国農地「三権」分置政策の確定と発展の重点
（一）「三権」分置の概念
　中国の土地改革の焦点となっている農地の「三権」分置とは、以下のようなも
のである。すなわち、1978年以降、中国の農村では次第に、農民集団が集団土地
上に土地請負経営権を設定し、農民集団が土地所有権を享有し、農民個人が土地
請負経営権を享有するという「両権分離」の農村土地権利構造を推進するように
なり、30年余りの発展を経て、「両権」分離の農村土地権利構造は安定したもの
となった。しかし、その制度的欠陥が日増しに際立ってきたため、農業経済学者
が、「両権」分離の基礎のうえで、さらに土地請負経営権を土地請負権と土地経
営権に分置するよう提案した。このようにして、所有権、請負権および経営権を
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（ 1 ）　本稿は、広東外語外貿大学科学研究課題「わが国の農民に関わる民事上の権利の民法典
編入における物権編改正研究」（課題番号：231─X5217353）、および、日本国科学研究費基
盤研究（B）（課題番号・26285026）「持続可能社会における所有権概念─農地所有権を中
心として」（研究代表者・早稲田大学・楜澤能生）による研究成果である。
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実行する農地「三権」分置政策が生まれることになった。農地「三権」分置に現
れる農村土地権利構造は、2014年中共中央 1 号文書である「全面的に農村改革を
深化させ、農業現代化の推進を加速化させることに関する若干の意見」によって
正式に確立し、以後、中央は多くの文書を公布して「三権」関係の画定に尽力
し、「三権」分置政策の実行措置を改善してきた。
（二）「三権」分置を実現する政策的方向
　象徴的な意義からいうと、2016年10月に中共中央・国務院弁公庁が印刷配布し
た「農村土地所有権・請負権・経営権の分置方法を改善させることに関する意
見」は、最も注目するに値するものであり、同意見は、「三権」について、「集団
的所有権を実行し、農家の請負権を安定させ、土地経営権を活性化させる」べき
ことを強調した。農地の「三権」分置政策の意味内容と法的表現をめぐり、学術
界ではなお多くの意見の隔たりが存在するものの、事実上、その中の「集団的所
有権を実行し、農家の請負権を安定させる」という政策の宣言的意義は明らかで
あり、具体的な法律制度に対する革新または系統的で完備された要求が殆どな
く、それに対する研究もまた、深くない
（２）
。これに対し、「土地経営権の活性化」
については、農業部（2018年機構改革後は、農業農村部。以下同じ─文補）等の国
務院の部・委員会の文書であれ、その官僚の講話または学者による観察・解説で
あれ、そのいずれも、これは「三権」分置政策と制度目標を実現するうえで、極
めて重要な指針であると考えるに違いない。とりわけ、2018年 8 月27日に、中国
民法典各則編草案が初めて第13期全人代常務委員会第 5 回会議に提出され審議に
付されたとき、同人代常務委員会法制工作委員会主任である瀋春耀は、次のよう
に紹介した。「農村土地請負法改正に関する審議状況、各方面から出された意見
および現地調査研究の状況と結び付け、草案は、物権法における用益物権制度と
担保物権制度について相応の改正を行い、家族請負を実行する土地請負経営権者
は、土地経営権を譲渡する権利をもつと規定し、且つ、土地経営権の内容につい
て規定することによって、『三権』分置改革の趣旨を体現するようにした。それ
と同時に、さらに土地請負経営権の抵当に関する関連規定を改正した」。この重
要な立法会議により、農地「三権」分置政策の主な方向と注目の核心がより明確
になった。
（三）「三権」分置を実現する法理論上の相違
　農地「三権」分置政策はその公布から既に 5 年近く経っており、これまで推進
（ 2 ）　陳小君著、文元春訳「中国農地法制変革と持続可能な発展」比較法学51巻 2 号275─278
頁（2017年）参照。
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してきたことにおいてキーポイントとなるのは、その法的実現における立法プラ
ンの設計である。法体系上、土地経営権は、 2 つの現行法改正の中に組み入れる
ことができる。 1 つは、農村土地請負法であり、いま 1 つは、民法典各則中の物
権法である。前者については、2017年末に全人代常務委員会が、同法の修正案
（草案）についてのパブリック・コメントを募集し、これを「開かれた立法」と
称した
（３）
が、当該修正案（草案）は、全体的立法の科学性が欠けており、立法技術
の向上が急務となっている
（４）
。後者はすなわち、物権法修正案に関する全人代常務
委員会の第 1 回審議稿であり、同審議稿では、土地請負経営権を残し、特別に
「土地経営権」を増設したが、「請負権」については言及されなかった。しかし、
土地請負経営権の中から譲渡されてきた「土地経営権」の権利の性質については
決して明確にされておらず
（５）
、学術界と立法委員からかなり批判されている。つま
り、「草案は、請負経営権者が譲渡する土地経営権の本質について、明確に指摘
しておらず、請負地を他人に耕作させることが一体どのような性質であるかにつ
いては、物権編で明確に規定すべきである。中国では長い間、これは土地賃借関
係であり、この点をはっきり説明することは非常に重要であり、そうすることに
よって、法律関係が明確になり、非常に多くの不要な面倒をなくし、当事者間の
民事法律関係の整理に資することになる。もし、土地経営権が賃借であることを
はっきり説明できたならば、賃借人がどれぐらいの権利を有するかという問題に
関わることになる。賃借人は、さらに土地を他人に転貸できるかどうか、賃借土
地を抵当担保にできるかどうか、これらの問題はいずれも、真剣に議論すべきこ
とである
（６）
」。
　最近のある全国の土地法制と農村振興に関する大規模なシンポジウムにおい
て、専門家たちは、法律改正に関する 5 つの大きな問題について意見を交わし
（ 3 ）　「立法専題：農村土地承包法修正」http://www.npc.gov.cn/npc/lfzt/rlyw/node_33374.
htm, 2018年 9 月23日最終確認。
（ 4 ）　陳小君「『農村土地承包法修正案（草案）』要義評析」中国土地科学2018年 5 期参照。
（ 5 ）　「民法典各則編（草案）・第 1 編物権 第11章土地請負経営権」129条「家族請負を実行す
る土地請負経営権者は、農村土地請負法の規定に従い、土地請負経営権を交換、譲渡し又は
土地経営権を譲渡する権利をもつ。譲渡期限は、残りの請負期間を超えてはならない。法に
より認可を得なければ、請負地を農業以外の建設に用いてはならない。」130条「土地請負経
営権者が、土地請負経営権を交換、譲渡し又は土地経営権を譲渡する場合、当事者は、登記
機関に対して登記を申請することができ、登記を経なければ、善意の第三者に対抗すること
ができない。」131条「土地経営権者は契約の約定に基づき、一定期間内において農村の土地
を占有し、自主的に農業生産経営を展開しかつ収益を取得する権利をもつ。」
（ 6 ）　「民法典物権編草案新増土地経営権内容，常委会委員建議：農村土地“三権分置”如何
入 法 応 斟 酌」http://www.npc.gov.cn/npc/xinwen/lfgz/2018─09/18/content_2061376.htm#　
2018年 9 月23日最終確認。
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た。第 1 に、農村土地請負法改正における農地権利構造の調整について。多くの
学者は、「集団的土地所有権─土地請負経営権─土地経営権」という構造配
置を採用すべきであり、政策を直接法律に転換することは好ましくないと考え
る。「三権」分置政策が主に解決するのは、請負地移転後の権利の分解問題であ
り、土地経営権の助けを借りて、新しいタイプの農業経営主体の経営上の予見可
能性を安定させ、融資担保を促進するという政策的目標を達成できる。かくし
て、土地経営権は、土地請負経営権から派生することになる。「両権」分離と
「三権」分置が併存する状況の下において、農地の財産権構造は、集団的土地所
有権、土地請負経営権、土地請負権、土地経営権という 4 つの権利から構成され
るのではなく、集団的土地所有権、土地請負経営権、土地経営権という 3 つの権
利から構成される。第 2 に、土地請負権の内容と性質について。現在の政策的文
言で用いられる土地請負権には、決して確定した意味がなく、あるときは、土地
請負経営権を取得する資格を指し、あるときは、土地請負経営権移転後の残りの
権利を指し、またあるときは、土地請負経営権と混用し、そしてあるときは、請
負資格と土地請負経営権の両者を併せて指したりもする。シンポに参加した多く
の専門家は、「土地請負権」という概念を採用すると、言葉の意味が明確でなく、
指すものが不明であるなどの問題を生じかねないと考える。第 3 に、土地経営権
の内容と性質について。これには、 3 つの見解が存する。第 1 の見解は、土地経
営権は土地請負経営権の上に設定する用益物権であると考える。第 2 の見解は、
土地経営権は土地請負経営権から派生してくる債権であり、債権的利用関係の法
的現れと考える。また、ある学者はさらに進んで、登記の助けを借りて土地経営
権に第三者対抗力を備えさせ、よって、「三権」分置の政策的目標を達成できる
と考える。第 3 の見解は、土地経営権は果たして 1 種の債権か、それとも、 1 種
の物権かは、 1 つの政策選択の問題であり、安定させる必要があるものは物権と
して構築し、賃貸、下請等の利用関係については、その債権的性質を維持できる
と考える。第 4 に、請負地移転の法的表現について。土地経営権の設定に関し、
ある学者は、まずもって土地経営権の意味を明確にすべきだと考える。例えば、
請負農家が移転させる権利をすべて土地経営権と称するならば、それには、物権
的性質をもつ土地経営権と、債権的性質をもつ土地経営権が含まれることにな
る。物権的性質をもつ土地経営権は、権利の分離という方法によって設定され、
これを譲渡と称することができる。他方、債権的性質をもつ土地経営権は、賃
貸、下請等の方法によって設定され、これを設定と称することができる。またあ
る学者は、物権的移転方式と債権的移転方式については、その規則の配置と表現
において区別すべきであり、物権的移転については登記対抗要件主義を採るべき
であるのに対し、債権的移転については比較的柔軟に対応できると考える。そし
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て、土地経営権の再移転に関し、ある学者は、物権的な土地経営権は賃貸、譲
渡、抵当等を含む様々な方式によって再移転できるが、債権的な土地経営権は原
則として、再移転できないと考える。この点、ある学者は、土地経営権は再移転
できるが、移転の過程では農家の意思を尊重すべきであり、原則として、請負農
家またはその代理人の同意を得なければならないと考える。第 5 に、請負地の金
融化について。土地経営権の抵当に関し、シンポに参加した多くの学者は、物権
的な土地経営権は抵当に入れることができ、債権的な土地経営権は抵当に入れる
ことができないが、収益権による融資担保のように、その他の方法によって担保
権を設定できると考える。土地経営権に対する抵当権の実現方法に関し、学者た
ちは、競売、換金以外に、強制管理という実現方法を追加するよう建議する。ま
た、ある学者は次のように指摘する。土地経営権の抵当は、 1 つの系統だったプ
ロセスであり、決して土地請負法のみによって解決できるものではなく、土地用
途の変更または税金等の関連制度のように、公法レベルにおける関連法律制度の
導入が必要であり、そうして初めて、請負地の金融化において効果を挙げられ
る
（７）
。しかし、上記シンポおよび既存の研究は、「三権」分置の農業社会への影響
について殆ど触れていない。
　上記のことに鑑み、本稿は、「三権」分置における土地経営権の法的性質を明
確にしかつその法的実現手段を探究し、並びに若干のデータを通して農業社会の
将来に対するその影響を分析することにより、「三権」分置政策の法律への転化
およびそのリスク防止のために、法理論的基礎を固めようとするものである。
二、土地経営権の政策設計の目標
　「三権」分置政策における「土地経営権の活性化」は、当該政策の重点として
考えられている
（８）
。目下の農村社会の現実と農村の発展趨勢に焦点を合わせ、改革
の時代性と先見性に基づき、土地経営権に関する制度設計および追及する政策的
目標を、以下の 3 つの側面に概括できる。
（一）新しいタイプの農業経営主体を順調に育成すること
　中国において、都市化過程の歩調の加速化と都市・農村部の収入格差の拡大に
伴い、ますます多くの農村労働力が都市へ移転しており、そのうち、移転隊列に
（ 7 ）　「『郷村振興与土地法制的完善』学術研討会会議紀要（2018年 9 月 8 日─ 9 日）http://
www.law.ruc.edu.cn/article/?54196.html, 2018年 9 月23日最終確認。
（ 8 ）　孔祥智「“三権分置”的重点是強化経営権」中国特色社会主義研究2017年 3 期、耿卓
「農地三権分置改革中土地経営権的法理反思与制度回応」法学家2017年 5 期参照。
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加わる労働力には、高い素養、若年化、男性が大半を占めるという特性が見られ
る
（９）
。現代の農民子女である新世代の出稼ぎ労働者は、既に都市の生活スタイルに
慣れ、且つ通常、畑仕事に従事したことがないため、彼らは如何にして耕作する
かを知らないばかりか、郷里に戻って農業に従事するとも考えない。そのため、
農村在住労働力の素養が日増しに憂慮されるようになり、高齢化現象もまた、日
増しに際立っている
（10）
。耕作による利益が少なく、加えてこれらの農村在住労働力
が農作業の重い負担に耐えられなくなったため、少なからずの地方で耕作地の放
棄現象が現れ、しかも、ますます深刻になる勢いを呈している。目下の農村にお
ける高い素養をもつ労働力が極めて足りないという苦境に対応し、「誰が耕作す
るか」という極めて深刻な問題を解決するため、新しいタイプの農業経営主体を
育成することが、わが国の農業関連政策における 1 つの重要な内容となってい
る。2013年11月12日の中共中央18期 3 中全会で採択された「全面的に改革を深化
させる若干の重大な問題に関する決定」は、「請負経営権が、公開市場で専業大
農家、家庭農場、農民合作社および農業企業へ移転することを奨励し、多様な形
態の規模経営を発展させる。」と、明確に指摘する。当該文書にいう「専業大農
家、家庭農場、農民合作社、農業企業」はまさしく、現在、各級政府が強力に推
進しかつ各種政策が極力支援する新しいタイプの農業経営主体であり、この施策
は、わが国が「耕作する者がいない」ことに直面している状況の下で、党と国家
が下した、根本から問題を解決しようとする長期の策でもある。「三権」分置政
策の推進は、「家庭農場、専業大農家、農民専業合作社、農業産業化のトップ企
業のような新しいタイプの農業経営主体の育成と発展を促進し、家族請負経営
が、『集団が所有し、農家が自己経営する』土地経営モデルから、次第に『集団
的所有、農家による自己経営、合作社経営、企業化経営』という多様なモデルの
併存へと転換させることができる
（11）
」。農業部等の関連部門もまた、「三権」分置政
策を、「多元的経営を育成し実現する基本的な前提と必然的選択」とみなしてお
り、同政策は、家庭農場、合作組織および農業企業等の新しいタイプの農業経営
（ 9 ）　秦暁娟＝孔祥利「農村労働力転移的選択性、城郷収入差距与新型農業経営主体」華中農
業大学学報（社会科学版）2015年 2 期参照。
（10）　例えば、ある学者は、四川省に対する調査研究を通じて、以下のことを発見した。すな
わち、「蓬渓県、平昌県および南部県で、実際に農業生産労働に従事する人員の平均年齢は
すでに55歳に達し、60歳以上の農業に従事する老人の割合はそれぞれ、55.42％、50.2％と
51.35％に達している」（彭華＝欧陽萍＝李光躍＝唐瑕苓「農業労働力老齢化的困境与出路
─来自四川省的実証」農村経済2014年10期109頁）。
（11）　呉興国「承包権与経営権分離框架下債権性流転経営権人権益保護研究」江淮論壇2014年
5 期参照。
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主体の育成と発展に有利であるだけでなく、新しいタイプの職業農民の育成にも
有利であると考える
（12）
。以上のことから分かるように、「三権」分置の後、土地経
営権制度の構築には、有効労働力が足りないという農村の現実を正視し、新しい
タイプの農業経営主体の育成という潮流に順応し、新しいタイプの農業経営主体
が農業生産経営に参入するために、制度上の便宜と規則のツールを提供しなけれ
ばならない。
（二）農業の適切な規模経営というニーズに対応すること
　新しいタイプの農業経営主体の育成が、非常に注目されるとはいえ、新しいタ
イプの農業経営主体が、農村の生産経営実践において本領発揮するには、さらに
農地の適切な規模経営をその基礎とする必要がある。早くも、1986年中央 1 号文
書が、「耕作地が農作業の達人に集中することを奨励し、適切な規模の栽培専業
農家を発展させる」ことを提起し、その後、農業の規模化経営の推進が、各級政
府の農業発展方向における固まった選好となった。この点、土地請負経営権の移
転禁止から、現行法上の土地請負経営権移転制度の改善に注目するようになった
ことは、その有力な証左である。2013年中央 1 号文書は、「法による・自由意
思・有償の原則を堅持し、農村土地請負経営権の秩序ある移転を導き、請負地の
専業大農家、家庭農場、農民合作社への移転を奨励支持し、多様な形態の適切な
規模経営を発展させる。」と、明確に指摘する。また、2014年11月の中共中央弁
公庁、国務院弁公庁による「農村土地経営権の秩序ある移転を導き、農業の適切
な規模経営を発展させることに関する意見」も、この考え方の反映と再強調であ
る。そして、農業部の農村経営管理状況に関する調査データによると、2014年末
現在、全国における家族請負の耕作地移転面積は、合計4.03億ムー（ 1 ムー約667
㎡─文補）に達し、そのうち、企業に移転された耕作地面積は全体の9.6％を占
めている。それと同時に、規模経営農家の数も緩やかに増え、全国で経営面積が
50ムー以上の農家が341.4万戸に達し、前年比で7.5％増加しており、そのうち、
経営面積が50ムー〜100ムー、100ムー〜200ムー、200ムー以上の農家はそれぞれ、
50ムー以上の農家数の69％、21.9％と9.1％を占めている
（13）
。このことから分かるよ
うに、実践における耕作地の移転に基づく適切な規模経営は、勢い付きつつあ
り、その数も次第に拡充され、よって、新しいタイプの農業経営主体が農業生産
経営に従事するために、基本的な土地資源を供給できるようになった。従って、
「三権」分置政策を実行するに当たっては、農地を移転する当事者双方の現実的
（12）　張紅宇『新型城鎮化与農地制度改革』（中国工人出版社、2014年）215頁参照。
（13）　農業部経管総站体系与信息処「2014年農村経営管理情況統計総報告」農村経営管理2015
年 6 期参照。
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ニーズと移転政策の実行可能性を正視し、現在の土地請負経営権移転制度の機能
を十分に発揮できるよう保障することを重視し、土地経営権制度を設計するとき
は、さらに新しいタイプの農業経営主体が、耕作地の移転を通じて適切な規模経
営を実現するために、明確で力強い制度的支えを与えなければならない。
（三）現代的農業経営の効率を高めること
　1978年に、中国の農村で家族経営請負制を実行して以来、次第に農民集団が土
地所有権を享有し、農家が土地請負経営権を享有する「両権分離」制度が形成さ
れ、同制度によって農地の財産権的効果が著しく高まることになった。「三権」
分置政策は、「両権分離」制度をその基礎とする構想または配置であり、一般的
には、「両権分離」制度の継承と創造的発展であると考えられており、農地の高
効率の利用を促進するという目標において、両者は同じ流れを汲むものである。
ある学者は、次のように指摘する。「農業は 1 つの産業として、その発展の論理
が従うのは技術経済の客観的側面であり、追及するのは経済学側面における規模
の経済であり、それは、土地に対する最適な投資産出の効果によって決定され、
1 種の比較的純粋な最適規模である
（14）
」。実践において、このような「比較的純粋
な最適規模」の形成には一定の難しさがあるが、それは確かに、土地経営権の制
度設計に当たって、慎重に考えかつ明確にしなければならない制度的目標であ
る。と同時に、「労働生産の効率からいうと、農地の規模拡大は、労働生産の効
率を高められる。このことは往々にして、労働力要素が解放され、機械が労働に
取って代わるなどのことと関係している
（15）
。」「三権」分置政策は、農地の高効率の
利用という目標において、効果的であると考えられる。すなわち、新しいタイプ
の農業経営主体が、農地の適切な規模経営に従事する場合、機械によって大量の
労働力に取って代われることがより容易になり、高い素養をもつ労働力が足りな
い困難を避けられるだけでなく、農業の技術革新を推進し、現代的栽培業の発展
を加速化させることもでき、そうすることによって、現代的農業の持続可能な発
展の長期効果メカニズムを樹立できる。
　このほかに、中国の現行法が、明文をもって土地請負経営権による抵当融資を
禁止するため、農業経営主体とりわけ新しいタイプの農業経営主体の融資ルート
が順調でなく、農業の貸付融資が難しいという問題をもたらした。そのため、
「農民たちに請負地に対する占有、使用、収益、移転の権能および請負経営権の
（14）　程秋萍「哪一種適度規模？─適度規模経営的社会学解釈」中国農業大学学報（社会科
学版）2017年 1 期72頁。
（15）　石暁平＝郎海如「農地経営規模与農業生産率研究総述」南京農業大学学報（社会科学
版）2013年 2 期82頁。
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抵当による担保権能を与える」ことが、党の18期 3 中全会以来の農業に関わる各
政策における主な内容の 1 つとなった。ある学者は、土地請負経営権から独立し
た土地経営権が分離してきたことは、「有効な抵当物の範囲を拡大し、農業貸付
難を緩和するという農村のニーズ」に順応したと主張する
（16）
。以上のことから分か
るように、新しいタイプの農業経営主体が融資を受けて農業投資を拡大し、農業
生産力の核心的競争力を強化できるように、土地経営権に融資の権能を与えるこ
ともまた、土地経営権制度を構築するに当たっての 1 つの重要な考慮要素となっ
ている。
三、土地経営権の法的性質についての整序
　「三権」分置政策の背景およびその意図についての理解によると、土地経営権
は、土地請負経営権に由来し、土地請負経営権移転の過程で生まれる 1 種の新し
いタイプの権利であることが分かる。しかし、この種の新しいタイプの権利が、
農地権利体系においてどのような地位に置かれているか、また、如何に法律にお
いて、それに対して制度・規則の設計を行うべきかはいずれも、当該権利の法的
性質における内容の確定と密接に関わっている。
　疑う余地がないのは、もし、「政策と法律はいずれも、一国の国家統治体系の
核心的構成部分であり、国家統治構造形成のために、基礎的で互いに区別されか
つ補い合う選択の道筋を提供した
（17）
」とするならば、政策的言説と法的言説の間に
一定の隔たりが存在することは、正常の状態であるといえよう。前述の通り、土
地経営権の法的性質についての理解をめぐり、学術界では比較的大きい隔たりが
生じており、主な見解には、以下の 4 種類が含まれる。
　その 1 は、用益物権説である。同説の内部にあっては、農村土地経営権が用益
物権に属することを肯定したうえで、その発生および権利の内容等をめぐって
は、未だ意見が分かれる。①ある学者は、次のように考える。土地請負経営権か
ら分離してくる土地経営権は、その法的性質において土地請負経営権と同じであ
り、このような経営権の制度的機能は、完全に現行法上の土地請負経営権によっ
て実現できる
（18）
。②ある学者は、土地経営権は実質的には、二次的土地請負経営権
であると、考える
（19）
。③また、ある学者は、次のように考える。権利行使に関する
（16）　国務院発展研究中心農村経済研究部『集体所有制下的産権重構』（中国発展出版社、
2015年）16頁。
（17）　何嘯「改革進程：中国共産党政策与法律関係結構的歴史転型」中共中央党校2014年博士
学位論文・「摘要」 1 頁。
（18）　高飛「農村土地“三権分置”的法律闡釈与制度意蘊」法学研究2016年 3 期参照。
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用益物権の発生論理によると、土地経営権は、土地請負経営権者がその権利を行
使して設定する二次的用益物権であり、請負権と経営権の法的構造は、「用益物
権─二次的用益物権」となっている
（20）
。④そして、ある学者は、土地経営権は、
農家がその請負地を対象にして、譲受人のために設定する用益物権であると、考
える
（21）
。⑤さらに、ある学者は、政策中の「経営権」は用益物権であるが、法律の
うえでは、「耕作権」または「耕作経営権」と命名できると、考える
（22）
。
　その 2 は、債権説である。この見解を採る学者の意見は、比較的に統一してい
る。彼らは、次のように考える。土地経営権は、その本質において債権であり、
それは不動産賃借権に属するものであり
（23）
、土地経営権は、土地を請け負う「債権
型利用」であり、土地経営権に一定の支配・排他的効力を付与することによっ
て、当該権利の移転に資するようにすべきである
（24）
。
　その 3 は、物権債権二元説である。この見解は、土地経営権の法的性質と、土
地請負経営権移転方式の性質を結び付ける。ある学者は、土地請負経営権の債権
的移転に基づいて取得する土地経営権は、債権的性質をもつものであり、土地請
負経営権の物権的移転に基づいて取得する土地経営権は、物権的性質をもつもの
であると、考える
（25）
。また、ある学者は、賃貸借によって取得する土地経営権は債
権であり、出資方式によって取得する土地経営権は物権であると、考える
（26）
。
　その 4 は、権能説である。この見解は、土地経営権は 1 種の独立した権利では
なく、 1 種の権能であって、それは、所有権に由来でき、また、用益物権および
賃借権にも由来できると、考える
（27）
。
　上記の土地経営権の法的性質に関する各種の見解の中で、権能説が、「三権」
分置政策の制度設計の意味内容に対応できないことを除き、その他の 3 つの見解
はいずれも、法理論上の異なる角度からくる土地経営権の法的性質に対する解釈
（19）　朱継勝「“三権分置”下土地経営権的物権塑造」北方法学2017年 2 期参照。
（20）　蔡立東＝姜楠「農地三権分置的法実現」中国社会科学2017年 5 期参照。
（21）　崔建遠「民法分則物権編立法研究」中国法学2017年 2 期参照。
（22）　孫憲忠「推進農地三権分置経営模式的立法研究」中国社会科学2016年 7 期参照。
（23）　単平基「“三権分置”理論反思与土地承包経営権困境的解決路徑」法学2016年 9 期参照。
（24）　温世揚＝呉昊「集体土地“三権分置”的法律意蘊与制度供給」華東政法大学学報2017年
3 期、高聖平「論農村土地権利結構的重構─以『農村土地承包法』的修改為中心」法学
2018年 2 期参照。
（25）　張毅＝張紅＝畢宝徳「農地的“三権分置”及改革問題：政策軌跡、文本分析与産権重
構」中国軟科学2016年 3 期、高海「論農用地“三権分置”中経営権的法律性質」法学家2016
年 4 期参照。
（26）　羅興＝馬九傑「不同土地流転模式下的土地経営権抵押属性比較」農業経済問題2017年 2
期参照。
（27）　申惠文「農地三権分離改革的法学反思与批判」河北法学2015年 4 期参照。
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となっている。そのうち、債権説を採る論者らは一般的に、解釈論の視角から土
地経営権を理解し、かつ、土地経営権が物権法定原則に合致しないとして、それ
を債権と性質づける。他方、用益物権説を採る論者の多くは、立法論の視角か
ら、将来の土地経営権のあるべき性質決定を検討する。これらに対し、物権債権
二元説は、中国現在の土地請負経営権移転制度の現状に基づく、土地経営権に対
する必然的な性質決定となっている。上記 3 種類の見解に対し、簡単にその善し
悪しを論評することは、非常に難しいといえよう。筆者は、「三権」分置政策の
制度的目標によってのみ、これらに対して取捨選択し、位置づけを行い、改善で
きると、考える。相対的にいうと、土地経営権を用益物権として位置付けること
は、妥当な制度的配置の一つである。
　第 1 に、物権的な土地経営権は、「三権」分置政策の制度的目標の実現に資す
る。「三権」分置政策が決して、土地経営権の法的性質を明確にしなかったとは
いえ、同政策は、土地請負経営権を、土地請負権と土地経営権に分けて設置でき
ると考え、かつ、「土地経営権の活性化」を特に強調しており、その目的と意図
はまさしく、請負資格を有する農民の利益を損なわないという基本的前提の下
で、土地経営権を通して請負地の移転を加速化し、よって、農地の長期かつ安定
的な規模経営を実現することにある。従って、もし、譲受人が取得する権利が債
権的性質をもつものであるならば、その期限は恣意的で内容は相対的であって、
権利の価値を数量化し難いだけでなく、その設定方法もまた、公示し難く、効力
と安定性ともに比較的弱く、長期投資に不利であり、抵当融資と拡大生産を行う
ことが難しく、さらには、土地利用の効率ないし農業の現代的発展に影響を与え
ることになる
（28）
。これに対し、「より確実で信頼できる『三権分置』体制を樹立す
るために、法律によって『経営権』を物権化することは、より良いやり方の一つ
であるといえよう。物権的性質をもつ土地経営権は、土地経営権者にとっていえ
ば、その期限がより長く、第三者に対して権利主張でき、移転に便利であるた
め、抵当権を設定できるなどの法制度上の長所を有している
（29）
」。以上のことから
分かるように、「三権」分置政策の制度的目標を達成するため、土地経営権を用
益物権制度の中に組み入れることは、穏当なやり方であるに違いない。
　第 2 に、物権的な土地経営権は、農地権利体系の科学的構築に有益である。民
事法領域において、体系化と系統化はその内在的要求であり、民法の体系化は、
民法典全体の規範体系において、民法の基本的価値理念を十分に貫徹させ、民事
法律制度間の衝突と矛盾を減らし取り除くことに資する
（30）
。「各種の農地権利の中
（28）　陳小君「我国渉農民事権利入民法典物権編之思考」広東社会科学2018年 1 期227頁参照。
（29）　前掲注（22）160頁。
（30）　王利明「序言」許中縁『体系化的民法与法学方法』（法律出版社、2007年） 1 頁参照。
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で、集団的土地所有権は、本となる権利であり、これは、第 1 レベルの権利であ
って、農地権利体系の中核的部分をなすものである。集団的土地所有権を基にし
て、土地請負経営権、集団建設用地使用権、宅地使用権、自留地・自留山使用権
および債権的農地使用権が、派生してくることになり、これらは第 2 レベルの権
利であって、農地権利体系の基礎をなすものである
（31）
。」現行法上の土地請負経営
権についていうと、その移転方式の性質の相違により、譲受人が取得する権利の
性質もまた異なる。すなわち、譲受人は、土地請負経営権の債権的移転により請
負地経営の債権的権利を取得し、土地請負経営権の物権的移転により請負地経営
の物権的権利を取得する。この 2 種類の権利の行使効果および法的救済の効果
に、明らかな差異が存在することは、言うまでもない。肝心なのは、契約の約定
によって土地を請け負う債権的移転については、もともと契約法によって規律さ
れるべき、ということである。（このような債権的移転は、）中国の広大な農村で、
既に大いに流行っており、その移転は順調であり、経験も成熟している。そのう
ち、土地経営者はすなわち賃借人であり、賃貸人は依然として、土地請負経営権
を有する物権者である。このような法律上の権利関係は、自明のものであり、そ
れは、「三権」分置政策の目標である、農民の請負身分を確保して活性化しよう
とする「経営権」とは、明らかに異なる 2 つの概念である。まさに、「三権」分
置が目指す土地経営権は、農民という請負身分を徹底的に除去し（請負権を残す
かまたは安定させつつ）、市場原理によって譲渡される「経営権」であるため、そ
の性質については、物権法および農村土地請負法等の中国現行法の中で、その本
当の姿を探し出すことが難しい。そうであるからこそ、分置の規範的意義がある
のである。さらにいえば、法理論と社会実践からみると、土地請負経営権の債権
的移転は、賃貸をその典型とし、譲受人が取得する請負地経営の権利は法律上、
土地賃借権である。もし、この種の債権的土地賃借権をも土地経営権と称するな
らば、却って農地権利体系の混乱をもたらすことになり、また、人為的にこの種
の土地経営権を、物権的土地経営権と区別しないことは、立法技術の後退であ
る。もちろん、中国の農村土地請負法と物権法が、土地請負経営権を物権として
性質決定したにもかかわらず、譲受人が取得する請負地経営の債権的権利と物権
的権利に対しては、その名称において明確に区別しなかったため、農業経済管理
の実務で、「三権」分置における土地経営権に対して担保（抵当）の解禁を主張
するとき、債権的な賃貸行為と、譲渡後に物権化され得る行為を一緒くたにし、
かつ両者を一緒に抵当可能な範囲に加えようとすることもまた、怪しむに足りな
いだろう
（32）
。将来、中国の立法者は、この 2 種類の異なる性質をもつ土地移転を区
（31）　陳小君ほか『農村土地問題立法研究』（経済科学出版社、2012年）51頁。
（32）　張紅宇「農村土地“三権分置”政策解読」領導科学論壇2017年 8 期参照。
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別し、土地経営権について性質決定するとき、誤読という覆轍を踏まないように
しなければならない。従って、土地請負経営権の物権的移転によって取得する請
負地経営の物権的権利を、法律上正式に「土地経営権」と命名することにより、
現行法上の農地権利体系と首尾よく連接させ、法制度の論理的一貫性を明らかに
示すことができる。
　第 3 に、物権的な土地経営権は、司法実践における土地経営権による融資の実
行可能性に有利である。「政策は、法律の根拠と内容であり、法律は、政策の規
範化（法律化）である
（33）
」。しかし、法律と比べ、政策は往々にして、比較的曖昧
であり、かつ、柔軟で変化に富んでおり、「三権」分置政策もまた、このような
特徴を有する。現在の党と政府が公布した、様々な「三権」分置政策の実施に関
する文書からみると、その中の「三権」分置に関する記述には、多くの食い違う
ところが存在する
（34）
。そのため、土地経営権の制度設計は、政策文言における記述
を簡単に「コピー」してはならず、そうでなければ、司法機関が土地経営権によ
る抵当融資事案を処理するとき、無意味な一連の混乱が生じることになる。司法
実践からみると、集団的所有が変わらず、請負人の資格が確保される前提の下
で、土地経営権の用益物権的属性を確立し、さらに土地経営権による抵当を解禁
するならば、土地経営権者は、請負地経営のニーズに基づき、土地経営権を抵当
に入れて融資を受けることによって、再生産を発展しまたは拡大させることがで
きる。「事実上、温州、重慶等の地域では、司法解釈の方式を採用し、法律の上
で応用の効果を認め、土地経営権の抵当融資に対して明確な支持を与え、政策を
法律の条文にまで高める形で、経営権の抵当融資において依るべき法があり、従
うべき法があるようになった
（35）
」。従って、政策中の土地経営権を法律上の権利に
転化する際に、それに用益物権的属性を与え、完全な権能に戻し、土地経営権に
よる抵当融資を法制の軌道に組み入れることは、新しいタイプの農業経営主体
が、適切な規模経営を行い、先進的な農業技術等を生産に導入するために、強力
な支えを提供できる。他方、債権として性質決定すると、土地経営権による順調
な融資という目的を達することができない。
四、土地経営権の法的実現手段についての研究
　土地経営権は、「三権」分置政策における核心的内容の 1 つであり、「農村土地
の集団的所有を実行したうえで、農家の請負権を安定させ、土地経営権を活性化
（33）　梁慧星『梁慧星談民法』（人民法院出版社、2017年）372頁。
（34）　高海『農用地“三権分置”研究』（法律出版社、2017年）49頁参照。
（35）　李炎媛「土地経営権抵押貸款融資的法律困境」開放導報2017年 6 期77頁。
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させる」ことにおける重要な一環であり、農地改革全体の要点の存するところで
ある。しかし、中国現行法では土地経営権制度を規定していないため、「重大な
改革は、法律上の根拠がなければならい」という中央政策の精神を実行し、物権
法定原則を貫徹させるためには、早急に土地経営権制度を法律の形を以て定着さ
せる必要があり、土地経営権の法的実現手段を探究することは、非常に重要であ
る。
（一）土地経営権の発生方式
　「三権」分置政策の重要な意義によると、土地請負権と土地経営権は、土地請
負経営権の中から分離してくることになる。しかし、農村集団経済組織の構成員
が享有する、農民集団土地を請負う権利としての請負権は、当該所有権主体にあ
るべき権利内容に属し、民法上の原理および立法法則における基本的立場を堅持
するならば、この前提はそもそも、土地請負経営権の中に含まれたことがなく、
また、土地請負経営権からの分離という問題も存在せず、当然のことながら、土
地請負経営権の中から 1 つの土地経営権が分離してくることはできない
（36）
（この部
分は、大変重要な箇所であるが、少し分かりにくいため、僭越ながら若干補足してお
く。陳教授は、土地請負経営権とは別に、農民集団の構成員としての構成員権を創設す
べきとの立場を採る。この部分で言わんとするところは、以下の通りである。すなわ
ち、農民集団の構成員であれば、当然に土地請負経営権を享有することになり、土地請
負経営権の中から農地を請負う資格としての「請負権」なるものが分離してくることは
なく、もしそうでなければ、一物一権主義（氏の言う「民法上の原理および立法法則に
おける基本的立場」）に反することになる。また、後述するように、土地経営権は、土
地請負経営権そのものを客体として、そのうえに設定する〔権利用益物権〕である。
─訳者補）。そのため、法的論理から推論すると、いわゆる分離してくる土地
経営権は実質上、土地請負経営権の移転に由来するものである。
　前述の通り、土地請負経営権の移転には、物権的移転と債権的移転が存在し、
そのうち、土地請負経営権の債権的移転の後、その譲受人は、請負地経営の債権
的権利しか取得できず、且つ、実践において、土地請負経営権の移転が比較的少
なく、土地請負経営権の賃貸借が、典型的ないし多くの地域における唯一の債権
的移転方式であるため、土地請負経営権の債権的移転によって土地賃借権が生ま
れることになる。かくして、土地経営権の発生は、土地請負経営権の物権的移転
によるしかなく、債権的移転を排除すべきである。土地経営権は決して、土地請
負経営権に含まれておらず、土地請負経営権者もまた、移転に用いられる土地経
（36）　高飛「土地承包経営権流転的困境与対策探析」煙台大学学報（哲学社会科学版）2015年
4 期、陳小君・前掲注（27）論文参照。
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営権をもたない。従って、立法者が、土地経営権と土地請負経営権を区別しなけ
ればならないときは、土地請負経営権の移転から土地経営権が発生する過程を、
土地経営権の設定すなわち、土地請負経営権を客体として、そのうえに土地経営
権を設定することとして理解しなければならない。そのため、土地経営権はその
性質上、権利のうえに設定する用益物権〔権利用益物権〕である。土地請負経営
権者からみれば、自主的に合理的かつ合法的な土地移転を行うことを、「活性化」
と呼ぶこともできる。
（二）土地経営権の物権的徴表
　土地経営権は 1 種の用益物権であり、それは、土地請負経営権のうえに成り立
つものであり、土地経営権者が享有する各種権能が実現できるよう、保護するた
め、当該権利については、一定の徴表方式によってこれを明示しなければならな
い。それと同時に、平易な言葉に深い意味をもつ「土地経営権の活性化」におけ
る「活性化」はさらに、 1 種の財産権としての土地経営権が、取引の対象にもな
り、農地移転市場で活躍することを明らかにしている。他方、土地経営権が農地
移転市場に進出するとき、「取引者は、自身が信頼できる権利徴表方式を知る必
要があり、取引の目的物である権利の具体的構成を知る必要があり、取引者はま
た、自身が誰と交渉すべきかも、明確に知らなければならず、そうして初めて、
取引を完成できる
（37）
」。このように、土地経営権の移転を加速化させ、農地の取引
市場を形成することにより、現代的農業を促進するという視角からみると、法定
の徴表方式によって土地経営権の内容を明確にすることは、非常に必要であるこ
とが分かる。
　不動産は通常、登記をその物権的徴表方式とするが、中国物権法の規定による
と、土地請負経営権の設定と変動はいずれも、登記対抗（要件）主義を採用す
る。すなわち、当該権利に対しては強制的登記を必要としない。中国物権法が、
土地請負経営権について登記対抗主義を規定した理由は、以下の通りである。第
1 に、農村社会は依然として知人社会であり、人々は、自身と地域社会における
他人の土地請負の範囲と用途を比較的知っており、また、争いが滅多になく、た
とえ、争いが生じたとしても、土地請負契約を通じて当事者間の権利義務関係を
確定することも難しくなく、物権の権利帰属の確定・権利救済は簡単で行いやす
い。第 2 に、土地請負経営権移転の程度が非常に低く、登記しなくても基本的に
取引の安全に影響を与えることはなく
（38）
、登記対抗のルールがあれば足りる。とこ
ろが、中国物権法の公布施行から10年近くの農村社会発展の現状から観察する
（37）　葉金強『公信力的法律構造』（北京大学出版社、2004年） 7 頁。
（38）　王利明『物権法研究（修訂版）・下巻』（中国人民大学出版社、2007年）61─62頁参照。
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と、土地請負経営権に対して登記対抗主義を採る理由は、すでに時代錯誤的なも
のとなっている。これに対し、「三権」分置政策はまさに、この時代における農
業の発展、農民の利益と社会の需要という背景を検討判断したうえで、その流れ
に乗って行われたものであり、新しいタイプの農業経営主体の育成と工商資本の
農業生産への参入を重要な制度目標としている。これにより、農村における知人
社会という「自然法則」はすでに、あるべき効果を発揮し得なくなった。つま
り、一方において、登記対抗主義は、取引の安全に対する土地経営権移転のニー
ズを満足させることができない。他方において、「三権」分置改革という背景の
下で、実施しつつある農地の権利登記制度は、集団構成員が構成員権によって取
得する請負権と、他人が移転によって取得する土地経営権を区別し、よって、真
に農民たちを安心させることに資するだけでなく、請負地の移転状態を追跡し、
規模化経営のために市場化された公示のルートを構築することにも有利である
（39）
。
従って、土地経営権を不動産物権の登記範囲に組み込み、土地経営権の取得、喪
失、変更は、法に従い登記することによって初めて効力を生ずることを明確にす
ることは、重大な現実的意義と応用的価値を有する。
（三）土地経営権の経営規則
　「三権」分置政策は、中国の農地制度分野における重大な革新であり、その主
な意義は、土地経営権の相対的な独立化を促し、より広い範囲内で資源配置を最
適化し、請負地を移転させるよう、その空間を拡張し、また、多元化された農地
経営モデルの形成のために条件を創り出すことにある
（40）
。土地経営権者は、土地請
負経営権の物権的移転を通じて土地経営権を取得した後、農地農用と地力保持の
原則（すなわち、当該請負地を農業生産経営への従事に用いること）に従わなければ
ならず、且つ、土地経営権の存続期間は、土地請負経営権の残りの請負期間を超
えてはならない。ある学者は、土地経営権の再移転を制限すべきと主張するが、
その意図は、長期経営を奨励し、土地の投機的行為を防止することにある
（41）
。この
見解は、法理論的支えが欠けるだけでなく、「土地経営権の活性化」という政策
の精神にも相反する。事実上、私権の主体である土地経営権者の請負地に対する
支配は、土地請負経営権者と本質的な区別がなく、ただ、土地経営権者は、土地
経営権を享有することによって農民集団経済組織の構成員にはなれないにすぎな
い。
　土地経営権の移転規則においては、現行法上の土地請負経営権移転制度に存す
（39）　陳小君「“三権分置”与中国農地法制変革」甘粛政法学院学報2018年 1 期参照。
（40）　前掲注（12）218頁参照。
（41）　前掲注（16）16頁参照。
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る弊害を克服し修正しなければならない。わが国の土地請負経営権制度が、比較
的に完備され、また、土地請負経営権移転制度が、農村経済発展の実践において
極めて大きい役割を果たしたとはいえ、関連現行法における関係条項は却って、
農地権利の行使およびその権利救済の桎梏となっている
（42）
。「土地請負経営権移転
方式の制度設計理念を改め、権利者により多くの自由空間を与え」、「土地請負経
営権移転の展開が、より手軽で素早くできるように、請負に出す側の干渉をなく
す
（43）
」ことはまさしく、将来の土地請負経営権移転制度の変革の趨勢となってい
る。従って、土地経営権の権能を明確に画定したうえで、市場経済の法則と財産
法の原理に従い、土地経営権者に対し、存続期間内に自由に土地経営権を移転す
る権利を与えなければならない。また、土地経営権者と土地請負経営権者のいず
れについても、土地経営権の抵当融資に関する法制度上の制限を撤廃しなければ
ならず
（44）
、そうすることによって、党と政府の現代的農業と適切な規模経営を発展
させるという政策的趣旨に対応させ、大勢の中国農民集団の現実的ニーズを取り
込まなければならない。
　上記の通り、物権的な土地経営権の法的実現手段から観察すると、「三権」分
置政策について立法上の転換を実行することにより、さらに政策の問題方向に対
する認識を深め、政策の目標方向に対する理解を強化し、系統だった設計に対す
る要求を際立たせ、また、それにより、当該政策が、中国の農業発展における現
実的難題を解決するという含意もまた、明示されるようになったことが分かる。
中国の市場経済によって生れた農地改革において、このような法的実現の論理過
程は、もはや革新のための革新ではなく、それは、農地権利の革新であるのみな
らず、農地権利の回帰でもあるといえよう。
五、土地経営権の運行が将来の農業社会に与える影響
（一）「賃料が利潤を侵食する」という理論の実証的分析
　「地代が利潤を侵食する」こととはすなわち、請負権者が、土地経営権を掌握
（42）　湖北省某州（市）両級法院が、2014年〜2017年 6 月に審理した農地請負経営権の移転を
めぐる紛争において、移転契約が有効と認定された割合は48.4％であり、無効と認定された
理由の多くは、請負に出す側（農民集団をいう─文補）の同意を得ていないこと、および
農村土地請負法37条の規定（「譲渡方式により請負経営権を移転する場合は、請負に出す側
の同意を得なければならない」）に合致しないこととなっている（呉衛「農村土地承包権流
転糾紛司法裁判的実証研究─以 ES 市両級法院裁判文書為分析様本」『供給側結構性改革
法治保障研究』（長江出版伝媒＝湖北人民出版社、2017年）75頁））。
（43）　高飛・前掲注（36）26頁、27頁。
（44）　前掲注（ 2 ）282─284頁参照。
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し値上がりを待って売る可能性があるのに対し、真の耕作者は、土地経営権によ
る食糧の栽培から利益を得ることが非常に難しく、少ない営利もまた、次第に上
昇する農地経営のための賃料によって侵食されることをいう。近年、中国の農村
人口が出稼ぎのために、大量に都市部に流出し、土地経営権の移転が次第に一般
的になりつつある状況の下で、土地請負権者と農地の規模経営主体との間では
往々にして、土地請負権者に対して固定化された最低限度額を保証する賃料収入
を支払うことを約定するか、または一般的に賃料上昇調整メカニズム─「賃貸
借期間が 3 年を超える場合は、段階に分けて賃料を確定するかまたは浮動比率を
約定しなければならない。」─を確立している
（45）
。固定化された最低限度額保証
の賃料収入または賃料上昇調整メカニズムは、規模経営主体がどれぐらい利益を
得ているかを顧みないだけでなく、規模経営主体が利益を得ているかどうかも顧
みない。そのため、土地経営権の移転によって形成される、新しいタイプの経営
主体が土地の運営によって形成される営利の空間は非常に限られることになる。
その根源を突き詰めると、それは以下の点に由来する。すなわち、中国では農地
の零細化現象が深刻であり、農民集団が、土地経営権の移転に対して実質的な主
導的役割を果たせていない。そのため、新しいタイプの経営主体は、多くの小農
家と単独で交渉することになり、そのコストが高すぎることになる。それと同時
に、土地経営権の移転に基づいて生じる土地のコストは、日増しに市場化されて
きており、新しいタイプの農業経営主体が土地経営権の移転のために実際に支払
う賃料の上昇は明確である。全国における水稲、小麦、トウモロコシの 3 種類の
食糧を例にすると、2005年〜2012年の土地コストは年平均15.1％上昇しており、
そのうち、移転地の賃料と自作地の賃料換算額がそれぞれ、年平均20.8％と
14.4％上昇し、また、同時期における 1 ムー当たりの年平均生産高が10.5％増え、
1 ムー当たりの年平均利潤がわずか4.6％増えており、土地コストが生産高に占
める割合が、11.33％から15.04％へと上昇し、利潤が生産高に占める割合が、
22.38％から15.24％に下落しており、「地代が利潤を侵食する」傾向は非常に明
確である
（46）
。「賃料が利潤を侵食する」現象は、規模経営主体の経営リスクを増大
させるだけでなく、農地の「非食糧化」傾向を招くことにもなる。また、農地の
（45）　2016年11月29日、河北省秦皇島市北戴河区人民政府が印刷配布した「北戴河区工商資本
租賃農地監管和風険防範辦法（試行）」http://www.beidaihe.gov.cn/index.php?m=content&
c=index&a=show&catid=48&id=3921　2018年 5 月 3 日アクセス、河北省衡水市人民政府弁
公室が印刷配布した「関於加強工商資本租賃農地監管的実施意見（衡政辦字［2016］20号）
参照。
（46）　葉興慶「従“両権分離”到“三権分置”─我国農地産権制度的過去与未来」中国党政
幹部論壇2014年 6 期参照。
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規模経営における「非食糧化」という運営方式は、市場・雇用の要素および非機
械化経営等の多方面の影響を受けており、経営主体は益々利益を得ることが難し
くなり、このことにより、賃料の支払いがまた難しくなり、さらには、土地経営
権移転の現実的コストを高めることになる
（47）
。
　土地賃借コストの高騰が、規模経営主体の経営リスクを誘発し、または、規模
経営主体が賃借土地に対して「非食糧化」を行うことを事実上強制することを防
止するため、制度設計のうえでは、以下の点を考慮しなければならない。第 1
に、賃借人に対して農用地について改良を行い、補償を得る権利を実際に与えな
ければならない。第 2 に、土地の賃貸価格について適切な規制を行わなければな
らず、とりわけ農業生産の特徴に焦点を合わせて、土地経営権移転契約に関する
法定の最短期間を規定することによって、実際の経営者の合法的な権利と利益を
守らなければならない。筆者は、「現地の経済発展水準、農業製品と農業物資の
価格変動状況等の総合的要素に基づき、……県級農村土地移転管理部門が、当該
県・市・区における土地移転指導価格を制定し公布する」というやり方
（48）
に賛同
し、また、「請負農家の同意を得ずに転貸した場合、請負農家は賃貸借契約を解
除することができる」という施策
（49）
も支持する。何故なら、政府の指導価格の公布
であれ、次から次への転貸に対する制限であれ、これらはいずれも一定の程度に
おいて、賃料の上昇を制御することに資しており
（50）
、そうすることによって、「賃
料が利潤を侵食する」現象によってもたらされ得る農地移転関係における緊張を
緩和することができるからである。
（二）農地の「非食糧化」という変化が引き起こした警戒およびその制度的対応
　中央政府は、食糧安全と生態系保全の観点から出発し、農地の用途に関する監
督と規制を堅持し強化しなければならない。すなわち、外部資本が移転を通じて
獲得する農地は、農業生産に用いなければならない。ある学者は、実際の調査研
究を経て、経済作物の栽培による収益が通常、食糧用作物栽培による収益より大
きいことを発見した
（51）
。そのため、土地経営権の移転の前後において、農地の経営
（47）　賀雪峰『最後一公里村荘：新郷土中国的区域観察』（中信出版集団、2017年）235頁参
照。
（48）　前掲注（45）所掲・前者参照。
（49）　前掲注（45）所掲両文書参照。
（50）　前掲注（34）161頁参照。
（51）　「農業部門の試算によると、 1 ムー当たりの……野菜栽培による収益は、食糧用作物栽
培の 5 倍であり、水産・養殖と花卉栽培による収益は、食糧用作物栽培の 7 倍である」（王
顔斉＝郭翔宇「土地承包経営権流転外部性問題探索─基於土地発展権的討論」学術交流
2014年 7 期125頁）。
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構造には著しい変化が生じ、「非食糧化」という傾向を呈している。「農業部の
2014年農村経営管理状況に関する統計からみると、2014年末現在、全国の家族請
負耕作地の移転面積は合計4.03億ムーに達し、そのうち、企業に移転された耕作
地の面積が全体の9.6％を占め、2013年に比べて0.2％増えているのに対し、これ
らの移転された土地の中で、食糧用作物の栽培に用いられた総面積は2.29億ムー
しかないことが分かる
（52）
」。換言すると、農地の移転面積の中で、食糧用作物の栽
培に用いられるのは56.8％しかない。また、別のあるデータは、「賃借により会
社、企業に移転して耕作させている耕作地の中で、食糧用作物栽培の割合が僅か
6 ％しかない」ことを示している
（53）
。現行法の規定によると、農家は、耕作地に
対して自主的に生産経営を組織することができ、経営内容は決して制約を受けな
いが、基本農地の使用については明確な制約が存在しており、基本農地を占用し
て養魚池を掘ること、植樹することおよびその他耕作層を破壊する活動に従事す
ることが禁止されている。目下の統計データまたは実地調査は、工商資本が農村
に出向いて農用地を賃借することには、非工商資本経営による家庭農場、食糧用
作物栽培の大農家等に比べ、より「非食糧化」に傾いていることを明らかにして
いる
（54）
。「非食糧化」式の農地移転に対する各級政府の監督管理は、一刻も猶予で
きないものであり、そうでなければ、資本が農村に出向いて基本農地を併呑する
ことを助長することになる。土地経営権移転の全面的な展開に伴い、監督管理者
としての政府は、土地経営権の主体に関する参入と資格審査制度を健全化させる
ほか
（55）
、さらに、重点的に土地経営権主体の経営内容に関する監督管理を整備し、
1 回限りの監督管理を継続的管理に転換させ、主体に対する監督管理を主体と行
為に対する二重の監督管理に転換させなければならない。このほかに、より効果
的に農用地の「非食糧化」を抑制するため、さらにアメリカの経験を参照するこ
とができる。つまり、工商資本が一定の割合制限という前提の下で、農民を主体
とする家庭農場に出資することを奨励し、これによって、農業に投資するよう工
商資本を引きつけることができるだけでなく─農民を主体とする家庭農場の融
資を便利にする─、農民を主体とする家庭農場を通じて農用地の「非食糧化」
を制御し、工商資本にかかる企業が農業経営を知らないことによって引き起こさ
（52）　農業部経管総站体系与信息処「2014年農村経営管理情況統計総報告」農村経営管理2015
年 6 期40頁。
（53）　張洪源＝周海川＝孟祥海「工商資本投資農業面臨的問題及投資模式探究」現代経済探討
2015年 2 期55頁。
（54）　劉良恒ほか「“下郷資本”跑馬圏地“爛尾”頻出」経済参考報2018年 1 月30日 A05面参
照。
（55）　李長健＝楊蓮芳「三権分置、農地流転及其風険防範」西北農林科技大学学報（社会科学
版）2016年 4 期参照。
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れる経営リスクを低減させることもできる
（56）
。
（三）形を変えての農地の私有化傾向およびそのリスクの防止
　「三権」分置政策における既存制度の体系化と「三権」の連動性という背景の
下で、ある学者は、出稼ぎ農民は、土地を長期間にわたって移転経営させること
があり、もし、将来、郷里に戻って農業に従事しようとした場合、経営権の移転
期間が満了しないことによって請負地を取り戻せず、よって、短期間内に収益を
得ることができず、生活が困窮すると、指摘する
（57）
。また、ある学者は、「三権」
分置によって、同時に各財産権主体の利益に配慮することは難しく、請負権と経
営権を強化すれば、農地の移転を制約しかねないため、土地経営権の一極集中
と、（土地経営権が）所有権と請負権を飲み込むことを防止すべきだと、指摘す
る
（58）
。他方、ある学者は、請負権が有名無実化しない理由は、請負権者の収益が譲
渡ではなく賃料または株式に基づく配当に由来し、且つ、請負権者は依然として
請負権を譲渡し、収用による補償を得る権利を保持していることにあると、指摘
する
（59）
。筆者は、次のように考える。長期保障についていうと、請負権の基礎は、
農民集団構成員による基本的構成員権にあり、農民集団構成員の生存と発展に対
して重要な基礎的役割を有し、ひいては、農村が、中国の現代化の過程における
貯水池と安定器になれる重要な物的基礎でもある。しかし、土地が「私物化」さ
れ得る問題については、過度に憂慮する必要がない。何故なら、短期からみる
と、都市に入った農民が再び、農村に戻って農業に従事しようとする場合、確か
に耕作する農地がないという苦境に直面することになるが、その者は土地経営権
の移転による収益があるため、耕作する農地がないことは決して、その者の基本
生活と社会の安定に影響を与えることはない。また、綿密な制度設計という視角
からみると、土地経営権移転の実践においては、農村土地に対する集団所有を厳
格に堅持し、集団所有権の完全な権能を復帰させ、集団に対し「統一と分散の結
合」における「統一経営」の地位と権利を明確に与え、土地所有権者としての集
団の合法的な権利と利益を着実に維持しなければならない。それと同時に、農民
集団構成員権制度について統一した立法を行い、請負権（資格）の法的地位を確
認しなければならない
（60）
。そして、土地経営権の論理的視角からみると、農地農用
（56）　前掲注（34）160─161頁参照。
（57）　潘俊「農村土地“三権分置”：権利内容与風険防範」中州学刊2014年11期参照。
（58）　呉一恒ほか「農地“三権分置”制度実施潜在風険与完善措施」中国農村経済2018年 8 期
参照。
（59）　高海・前掲注（24）論文参照。
（60）　陳小君「我国農民集体成員権的立法抉択」清華法学2017年 2 期参照。
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という用途規制を堅守する前提の下で、請負資格と経営権の分離期間を合理的に
制御するには、「第 2 ラウンド」の請負期間を限度とし、「第 2 ラウンド」の請負
期間が満了した後は、「第 3 ラウンド」の請負期間すなわち30年を限度としなけ
ればならず、かつ、土地経営権に対して権利の確定と登記を行い、土地経営権の
取得・喪失・変更については登記効力発生主義を求めなければならない
（61）
。もちろ
ん、さらに、高効率で公正な司法裁判という後ろ盾の支えに頼らなければならな
い。全面的かつ厳格で、完備された法制度の配置により、土地請負経営権と土地
経営権の「所有権」化という趨勢を効果的に克服し、集団所有権の確保と農民の
請負関係の安定化という二重の目標を着実に実行することができる。
（四）土地経営権を抵当に入れるに当たっての実際の運用上の障害の克服
　農業の生産経営は、資源の天然条件と外在的自然要素の制限を受けており、そ
れには、リスクが比較的高く、投資収益の期間が比較的長いという特徴がある。
土地経営権による抵当はもとより、新しいタイプの農業経営主体または土地を請
け負って経営する自作農の融資難を解決できるが、土地経営権の抵当によって生
じ得る抵当融資のリスクは、既に基本的に市場化された運営を行っている金融機
関にとっていえば、それは回避できない難題となっている。現在、一部の商業銀
行は、政府の奨励型プロジェクトがセットになっている状況の下で、この種の抵
当を展開しているが、事実が証明しているように、「どのような方式を採るにせ
よ、金融機関はすべて、比較的高い取引コストに直面しており……
（62）
」、これらの
現実的かつ潜在的なリスクは、確かに避けることが難しいのである。政府の支援
が一旦撤回されると、その結果は想像に難くない
（63）
。このような状況は、日本の農
地融資における実際の運用においても現れており、且つ、その効果は中国と大し
て変わらない
（64）
。
　土地経営権による抵当融資のリスクが比較的高いのに対し、補償資金が著しく
不足している現実に鑑み、筆者は、土地経営権による抵当融資のリスクに関する
長期効果処置メカニズムを積極的に構築しなければならないと、考える。これに
（61）　陸剣＝陳振濤「我国農村土地承包経営権確権：規則模糊及其釐清」南京農業大学学報
（社会科学版）2017年 3 期参照。
（62）　呉一恒ほか・前掲（58）論文参照。
（63）　この状況は、筆者が2017年 5 月に、中国法学会民法学研究会・「物権法修訂専門家起草
グループ」とともに、西部の某都市にある農商銀行に出向いて調査研究をすることによって
知り得たものである。
（64）　この状況は、筆者が2017年 9 月に、早稲田大学法学学術院院長で日本の著名な農地法制
度専門家である楜澤能生教授の一行と福島県に赴き、日本の農協、農業法人および村落等に
ついて 1 週間にわたる調査研究を行うことによって知り得たものである。
翻訳（文）　　425
基づき、制度設計においては、債務者と抵当権設定者が期日通りに抵当融資を弁
済できないときは、事前に約定した割合に従い、リスク補償基金の中から一定の
資金を支出して金融機関の損失を填補することによって、金融機関を奨励して土
地経営権による抵当融資業務を積極的に展開させることができ
（65）
、且つ、土地経営
権の抵当に関する強制保険制度を樹立することによって
（66）
、金融機関のリスクを分
散し解消することができる。また、農地抵当権を解禁したとしても、移転によっ
て生じる土地経営権には固有の特徴があるため、立法者は、土地経営権抵当制度
自体の綿密な設計に対しても注意を払わなければならない。
結　語
　中国の農地に関する重大な改革である「三権」分置政策は、その形式において
「三分法」を採用しているが、政策の焦点は、「土地経営権の活性化」によって農
業の活力を解放することにあり、集団所有制の実行と農民の利益保護の両者に配
慮している。「土地経営権」を設定する政策が、法律制度に転換されるとき、立
法の静的レベルにおいては、法的論理と権利配置に関する基本的ルールに従わな
ければならず、また、その性質から実現方式に至るまで、法制度に関する事前の
科学的な設計がなければならない。他方、実際の運用の動的レベルにおいては、
生じ得るリスクに対して法政策上の対応方法を追及しなければならない。そうす
ることによって、「三権」分置政策の目標を正しく実現させ、農業社会に与え得
る好ましくない影響を予防しかつ取り除くことができる。
（65）　王文鋒「農村土地経営権抵押融資運行機制探索─基於山東寿光市与寧夏同心県的考
察」世界農業2015年 9 期参照。
（66）　程郁「完善農村土地経営権抵押、加強上層制度供給」中国社会科学報2015年 4 月 1 日
A06面参照。
